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商品化・事業化

A社 B社 C社

商品A 商品B 商品C

共通基盤技術の開発（例：共通基盤となる技術や素材の開発等）イメージ 例3

研究開発

商品化・事業化

A社 B社 C社 D大学 生産者

技術 技術

技術・商品の組み合わせによる食の高度生産システム構築等

研究開発で構築した
生産システムを
共同で展開

A社 B社 C社

商品

共通データベース等の構築（例：機能性の解明、科学的エビデンス蓄積等）イメージ 例2

研究開発

商品化・事業化

A社 B社 C社 D研究所 E大学 F公設試

データ データ データ

新たな農林水産物・食品開発に必要な
機能性物質・科学的エビデンスのデータベース構築等

データベースを利用して
個々の企業が
商品化・事業化

A社 C社 E生産団体

商品A 商品B 商品C

データ
活用

技術 データシステム

複数社で連携して商品を創出

新たなバリューシステムの構築（例：農林水産物・食品の国内外展開等）イメージ 例4

研究開発

商品化・事業化
関係者がそれぞれの
技術を高度化させて一つの
バリューチェーンを構築

A研究所

生産者

B大学

C社（加工） E社（流通）

D社（メーカー） F社（IT）

G社（小売）

品種・生産システム開発等 新たな加工・検査法開発等 輸送コンテナ・包装開発等 消費者情報の収集・分析等

ー農林水産・食品分野の新たな産学連携研究の仕組みづくりー

平成27年10月
「知」の集積と活用の場の構築に向けた検討会

農林水産技術会議事務局■お問い合わせ先
農林水産技術会議事務局研究推進課産学連携室
〒100-8950 東京都千代田区霞ヶ関 1-2-1
ＴＥＬ：03-3502-8111（内線 5894）
ＦＡＸ：03-3593-2209

「知」の集積と活用の場の構築について
ＵＲＬ：http://www.s.affrc.go.jp/docs/knowledge/knowledge/index.htm

の集積と活用の場の
構築に向けた検討会「知」

中間とりまとめ（概要）
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「オープン」
Openness

「協　創」
Collaboration

「貢　献」
Contribution

「知」の集積と活用の場
３つのオープン
産学官に加え、生産者、金融、消費者、
非営利団体（NGO/NPO）等の多様な
人材が活躍する

多様なステークホルダーがオープンに
活発な情報交流を行う

公的資金に限らず、民間資金等の
多様な資金を柔軟かつ戦略的に
活用する

【 人 】

【情報（場）】

【 資 金 】

各参画者の特性や状況を踏まえつつ、
柔軟かつ戦略的に人、情報（場）、資金の
オープン化を促進します

技術、製品・商品・サービス、市場等
の新規立ち上げに向けて、多様な
ステークホルダーが参画し、活動が
現場・市場ニーズに根ざし、日本の
特徴であるチームワークを最大限
活かします

農林水産・食品産業の競争力強化、
豊かさを実感できる社会、国際
社会の持続的発展に貢献します

日本のイニシアチブ　安全・美味しさを実現する我が国の高い技術力・ノウハウを
　　　　　　　　　世界を巻き込んで日本のイニシアチブで国内外に展開します

〇これまでの農林水産・食品分野の産学連携研究の推進により、
一定の研究成果が得られてきましたが、事業化・商品化に
つながるものは必ずしも多くありません。また、農林水産・食品
分野では、外部の組織や異分野と連携した産学連携研究は
一部にとどまっています。

〇一方、海外においては、農林水産・食品分野と異分野が連携
した研究開発により、革新的な生産システムで構築することで
産業の競争力強化を図っており、特にオランダでは、我が国の
九州地方とほぼ同じ面積でありながら、農林水産物・食品
輸出額は世界第2位の規模を誇るなど実績を挙げています。

〇我が国においても、農林水産・食品産業の成長産業化を図り、国民が真に豊かさを実感できる
社会の構築に貢献するため、農林水産・食品分野と異分野との新たな連携により、知識・技術・アイデアを
集積させ、革新的な研究成果を創出し、商品化・事業化に導く新たな産学連携研究の仕組みづくりが
求められています。

世界に誇る食の安全と美味しさを実現する技術を活かし、我が国の農林

水産・食品産業の成長産業化を通じて、国民が真に豊かさを実感できる

社会を構築するため、農林水産・食品分野と異分野の新たな連携により、

革新的な研究成果を生み出し、これをスピード感を持って新たな商品化・

事業化に導く、新たな産学連携研究の仕組みが求められています。

このため、各界の有識者から構成される「『知』の集積と活用の場の構築に

向けた検討会（座長：妹尾 堅一郎 特定非営利活動法人産学連携推進機構

理事長）」を立ち上げ、2015年5月より議論を開始し、同年9月に中間とり

まとめを行いました。このパンフレットでは、その概要をご紹介します。

農林水産・食品分野における産学連携研究の現状と問題・課題1

「知」の集積と活用の場は、「人」、「情報（場）」、「資金」の３つを「オープン」にすることで、多様な参加者
による「協創」を促進し、農林水産・食品分野と異分野の融合を図り、農林水産・食品産業の競争力
強化、国民が真に豊かさを実感できる社会の構築及び世界に向けて「貢献」できる場を目指します。

「知」の集積と活用の場のコンセプト・目指す姿2

〇農林水産・食品分野でオープンイノベーションを進めるためには、これまでの研究成果の
蓄積を最大限活かしつつ、既存の研究開発の枠を超え、「オープン（Openness）」、「協創

（Collaboration）」、「貢献（Contribution）」の3つの要素を備えた、新たな研究開発が
求められます。

〇このような新たな研究開発を実現する「場」と「機会」の創出の第一歩として、『「知」の集積と
活用の場』づくりを進めます。

「知」の集積と活用の場の基本的な考え方

「知」の集積と活用の場に参画する主な組織（又は個人）として、「生産者」、「民間企業」、「大学」、
「研究機関」、「金融機関」、「地方自治体」、「NGO/NPO」及び「消費者」等の方々を想定しています。
各参画者の皆様には、自身が持つ課題や技術・アイデア等を積極的に提供しつつ取組を行うことが
期待されます。また、場の成果は、参画者の個々の活動や事業にも還元されることが期待されます。

 「知」の集積と活用の場の参画者と主な役割
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● 推進方針等を提示

● 活動報告

研究開発プロジェクト（コンソーシアム）（事務局：代表研究機関等）

参画者

主な役割

○主体となるレイヤー（研究開発プラットフォーム）の参加者のうち個別課題に対応した研究開発を行う者
（生産者、民間企業、大学、研究機関、地方自治体等）

○個別課題に対応した研究開発の実施
代表研究機関の下、参画者が主体となるレイヤーと連携し、新たな商品化・事業化に必要な共同研究を実施します。

主体となるレイヤー（研究開発プラットフォーム）（事務局：民間企業・団体等）

参画者

主な役割

○「知」の集積と活用の場の会員のうち、一定のテーマの下、新たな商品・事業の創出に協同して取組む者
（生産者、民間企業、大学、研究機関、ＮＧＯ/ＮＰＯ、金融機関、地方自治体等） 

○研究課題の具体化・知財戦略・ビジネスモデル等の策定
研究課題の具体化、知財戦略、ビジネスモデル、技術基準
等を策定します。

○研究資金の戦略的確保
民間企業や公的機関から戦略的に研究資金を確保します。

○コンソーシアムの支援・進捗管理
目標に沿った研究開発、取組が行われるようアドバイス・
支援を実施します。

○新事業・商品の創出に必要となる情報・技術・人材の収集
プロジェクトの進捗や必要に応じて、基盤となるレイヤー
に参画を要請します。

基盤となるレイヤー（産学官連携協議会（仮称））（事務局：民間団体、国）

構成員

主な役割

○「知」の集積と活用の場の取組に関心を持つ多様な会員
（生産者、民間企業、大学、研究機関、ＮＧＯ/ＮＰＯ、金融機関、地方自治体、消費者等）

○会員の募集・ネットワーク化・情報発信
「知」の集積と活用の場のＰＲ（シンポジウム等）を行い、広く会
員を募集し、ネットワーク化を図り、会員に対し主体となるレイ
ヤーの成果やセミナー開催等の情報を戦略的に発信します。

○主体となるレイヤーの支援
全国プロデューサー会議を開催し、各取組の進捗状況や課
題等の報告・共有を図り、主体となるレイヤ―間の知の過
不足の調整や知の集積を進め、レベルアップを支援します。

農林
水産
省・
食品
分野
の

知識
・技
術・
人材

異分野の幅広い

知識・技術・人材

「知」の集積と活用の場推進委員会（仮称）

農林水産省

国の他の研究開発
プロジェクト

サポート サポート

「知」の集積と活用の場の全体構造イメージ（案）

個別の参画者
（組織、人材等）

事務局となる民間団体等が、以下の業務を実施します。

プロデューサー的人材（又はチーム）が中心となって、事務局のサポートの下、以下の業務を実施します。

プロデューサー的人材（又はチーム）の配置

 新たな事業・商品の創出
研究開発プロジェクトの管理

主体となるレイヤー
（研究開発プラットフォーム）

 多様な「知」の集積

基盤となるレイヤー
（産学官連携協議会（仮称））

 研究開発の実施

研究開発プロジェクト
（コンソーシアム）

3層レイヤー構造

● プロジェクトの進
捗状況、研究成果
等の報告

● プロジェクト実施
のための支援

● 進捗状況に応じた
参画要請

● 一定の研究テーマ
を共有する者が、
研究開発プラット
フォームを設立

● 新たな事業・商品
創出の進捗状況、
成果等の報告

「知」

「知」の集積と活用の場の具体的なあり方3
「知」の集積と活用の場が機能する仕組みとして、以下の３つの層からなる仕組みを想定しています。

１. 「知」の集積と活用の場の全体構造（案）
研究開発プラットフォームが商品化・事業化に繋がる

取組を円滑に推進するため、これに必要となる技術
シーズ・開発ニーズの発掘、関係者間の調整、研究開発
計画の作成・申請、研究開発費の調達、コンソーシアムの
選定と事業の進捗管理・評価などを、民間での業務経験等
を有するプロデューサー的人材（又はチーム）が関与して
行うことを想定しています。

２. プロデューサー的人材

多様な関係者が「知」の集積と活用の場に参画する
にあたり、研究情報や成果となる知的財産の扱いが重要
なポイントです。このため、知的財産の取扱いに関する
基本的な方針の作成、適切な情報収集、専門人材の確保
等が必要となります。異分野の組織が場に参加する
インセンティブに繋がるよう、知的財産の取扱いに係る
情報を的確に発信していくことが必要と考えています。

３. 産業モデルを踏まえた
　  研究情報・成果（知的財産等）の取扱い

４. 「知」の集積と活用の場の適切な運営
「知」の集積と活用の場が適切に機能するよう、有識者
等で構成される委員会等を設置して、場の全体的な推進
方針、研究開発プラットフォームで推進すべき研究テーマ
の方向性の審議、進捗状況・成果等の把握・評価について、
助言すること等を検討しています。
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○個別課題に対応した研究開発の実施
代表研究機関の下、参画者が主体となるレイヤーと連携し、新たな商品化・事業化に必要な共同研究を実施します。

主体となるレイヤー（研究開発プラットフォーム）（事務局：民間企業・団体等）

参画者

主な役割

○「知」の集積と活用の場の会員のうち、一定のテーマの下、新たな商品・事業の創出に協同して取組む者
（生産者、民間企業、大学、研究機関、ＮＧＯ/ＮＰＯ、金融機関、地方自治体等） 

○研究課題の具体化・知財戦略・ビジネスモデル等の策定
研究課題の具体化、知財戦略、ビジネスモデル、技術基準
等を策定します。

○研究資金の戦略的確保
民間企業や公的機関から戦略的に研究資金を確保します。

○コンソーシアムの支援・進捗管理
目標に沿った研究開発、取組が行われるようアドバイス・
支援を実施します。

○新事業・商品の創出に必要となる情報・技術・人材の収集
プロジェクトの進捗や必要に応じて、基盤となるレイヤー
に参画を要請します。

基盤となるレイヤー（産学官連携協議会（仮称））（事務局：民間団体、国）

構成員

主な役割

○「知」の集積と活用の場の取組に関心を持つ多様な会員
（生産者、民間企業、大学、研究機関、ＮＧＯ/ＮＰＯ、金融機関、地方自治体、消費者等）

○会員の募集・ネットワーク化・情報発信
「知」の集積と活用の場のＰＲ（シンポジウム等）を行い、広く会
員を募集し、ネットワーク化を図り、会員に対し主体となるレイ
ヤーの成果やセミナー開催等の情報を戦略的に発信します。

○主体となるレイヤーの支援
全国プロデューサー会議を開催し、各取組の進捗状況や課
題等の報告・共有を図り、主体となるレイヤ―間の知の過
不足の調整や知の集積を進め、レベルアップを支援します。

農林
水産
省・
食品
分野
の

知識
・技
術・
人材

異分野の幅広い

知識・技術・人材

「知」の集積と活用の場推進委員会（仮称）

農林水産省

国の他の研究開発
プロジェクト

サポート サポート

「知」の集積と活用の場の全体構造イメージ（案）

個別の参画者
（組織、人材等）

事務局となる民間団体等が、以下の業務を実施します。

プロデューサー的人材（又はチーム）が中心となって、事務局のサポートの下、以下の業務を実施します。

プロデューサー的人材（又はチーム）の配置

 新たな事業・商品の創出
研究開発プロジェクトの管理

主体となるレイヤー
（研究開発プラットフォーム）

 多様な「知」の集積

基盤となるレイヤー
（産学官連携協議会（仮称））

 研究開発の実施

研究開発プロジェクト
（コンソーシアム）

3層レイヤー構造

● プロジェクトの進
捗状況、研究成果
等の報告

● プロジェクト実施
のための支援

● 進捗状況に応じた
参画要請

● 一定の研究テーマ
を共有する者が、
研究開発プラット
フォームを設立

● 新たな事業・商品
創出の進捗状況、
成果等の報告

「知」

「知」の集積と活用の場の具体的なあり方3
「知」の集積と活用の場が機能する仕組みとして、以下の３つの層からなる仕組みを想定しています。

１. 「知」の集積と活用の場の全体構造（案）
研究開発プラットフォームが商品化・事業化に繋がる
取組を円滑に推進するため、これに必要となる技術
シーズ・開発ニーズの発掘、関係者間の調整、研究開発
計画の作成・申請、研究開発費の調達、コンソーシアムの
選定と事業の進捗管理・評価などを、民間での業務経験等
を有するプロデューサー的人材（又はチーム）が関与して
行うことを想定しています。

２. プロデューサー的人材

多様な関係者が「知」の集積と活用の場に参画する
にあたり、研究情報や成果となる知的財産の扱いが重要
なポイントです。このため、知的財産の取扱いに関する
基本的な方針の作成、適切な情報収集、専門人材の確保
等が必要となります。異分野の組織が場に参加する
インセンティブに繋がるよう、知的財産の取扱いに係る
情報を的確に発信していくことが必要と考えています。

３. 産業モデルを踏まえた
　  研究情報・成果（知的財産等）の取扱い

４. 「知」の集積と活用の場の適切な運営
「知」の集積と活用の場が適切に機能するよう、有識者
等で構成される委員会等を設置して、場の全体的な推進
方針、研究開発プラットフォームで推進すべき研究テーマ
の方向性の審議、進捗状況・成果等の把握・評価について、
助言すること等を検討しています。
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高齢化や人口減少
による国内食市場の
縮小、担い手不足

多様な地域資源の
有効活用など農業農村の
新たな可能性

世界の食市場の拡大と
日本食への関心の高まり

⑨花き
（育種基盤整備、品質
保持輸送技術開発）

① 水田
（高収益性システム開発）
② 中山間水田

（持続性営農システム開発）
③ 北海道畑作

（高生産性営農システム開発）
④ 南九州・沖縄畑作

（高収益性営農システム開発）
⑦ 施設園芸

（次世代施設園芸モデル開発）
⑧ 果樹

（省力・早期成園技術開発）
⑩ 酪農

（省力・精密飼育管理システム開発）
⑪ 肉用牛

（効率的繁殖肥育システム開発）
⑫ 養豚・養鶏

（国産飼料フル活用モデル確立）
⑭ 森林・林業

（林産物新規需要開拓）
⑮ 水産業

（人工種苗量産技術開発）

⑤ 茶
（強みのある商品開発）

⑰ 輸出促進
（国別・品目別輸出
関連技術開発）

⑱食品安全・
動植物防疫

（安全性向上・
防疫技術開発）

⑥野菜
（加工業務用需要対応）

㉓健康長寿社会
（栄養・機能性
農林水産物・
食品供給技術開発）

㉕地域資源の活用
（新産業創出のための技術開発） ㉚農山村多面的機能を最大限発揮

（インフラ・森林の持続的整備・
利用・管理技術開発）

3国国際研
（地球規模の食料・
環境問題等に関する際研）

㉙資源循環型
農林漁業システム

（農山漁村に賦存する
多様な再生エネルギー活用）

㉗気候変動適応技術
（気候変動適応
技術開発）

㉛水産資源の
持続的利用

（海洋生態系と調和
した水産技術開発）

㉘ 防疫技術高度化
（省力・効果的防疫
資材開発）

㉒ 疾病・病害虫防止
（侵入・まん延防止
技術開発）

㉖ 世界に誇れる
強みのある農林水産物の開発

（DNAマーカー選抜育種技術や
ゲノム編集技術等を組合わせた
新たな育種技術開発）

㉔ 生産・流通システム
（農林水産業のスマート化）

⑯６次産業化
（地域雇用・所得増大） ㉑東日本大震災

（操業再開を阻む技術的課題の解決）

⑳鳥獣害対策
（効果的・効率的被害
防止技術確立）

⑲農業・農村インフラ
（防災・減災情報
システム開発）

⑬環境保全型農業
（生産効率・環境保全
両立技術開発）

消費者ニーズと
食の課題の多様化

生産現場課題を速やかに
解決するための際研開発

中長期的戦略の際研開発

○ 食産業の海外展開に向けた際研

○ 輸出産業化に関する際研

○ 安全で美味しい食を届けるコールドチェーンの
技術・システムの海外展開

○ 米で世界のイニシアチブをとる際研

○ ミラノ博を契機とした日本食が
健康によいというエビデンス作り

○ 食物アレルギーに対応した
食品開発等に関する際研　　　　　

○ 高齢化社会に対応した
認知症予防などの未病対策際研　　　　　

○ 農業と医学の連携に関する際研

○ スマート・デザインによる市場消費形態の革新　　　　　

○ 人材育成や生産性向上、コスト削減等に
ＩＣＴやロボティクス等を活用する際研

○ 食品残渣・ロスに対応した際研

○ ゲノム編集技術と
その安全性に関する際研

○ 意欲ある若者を農林水産業に惹きつける、
生産現場の高度化に向けた際研

○ 農村の人口減少に対応し、少人数での
農地管理等を可能にする際研

産学官連携ネットワーク（仮称）

医療系
企業

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

研究所
B

金融系
企業

農業系
企業生産者

大学
農学部
工学部（　  ）

※注：上図は農林水産・食品分野における主な政策と農林水産研究基本計画の重点目標の関係性について整理したものであり、
「知」の集積と活用の場の位置づけを検討するために使用しております。

農林水産業・地域の
活力創造プラン（４本柱）

生産現場の強化

農村の多面的機能の
維持・発揮

国内外の需要
（需要フロンティア）の拡大

需要と供給をつなぐ
付加価値向上のための

連鎖（バリューチェーン）
の構築

食料・農業・農村基本計画
（主な課題（抜粋）

農林水産研究基本計画
（21項目）

知の集積と活用の場で扱う
研究領域のイメージ

農林水産研究基本計画
（11項目）

農林水産・ 
食品産業の
成長産業化

「知」の集積と活用の場づくりの流れ（イメージ案）

○「知」の集積の取組に関心を持つ者が会員として入会します。

○会員のコミュニティを形成し、入会申込書やアンケート実施等による
希望調査や検討会の議論を踏まえてテーマを設定します。

基盤となるレイヤー(産学官連携協議会(仮称))への入会1

入会

テーマ
設定

農林水産・食品分野における主な政策と農林水産研究基本計画の重点目標について

「知」の集積と活用の場づくりの流れ（イメージ例）

＜各方面への周知＞
● シンポジウムでの周知
● アグリビジネスフェアの参加者、

来場者への周知　等

農林水産省の新しい
協議会だ！
良い情報があるかも。

○議論の整理・促進役（ファシリテーター）の関与の下、設定したテーマ
に応じたセミナーやワークショップ等を開催・議論し、共通課題への
仲間作りを行います。

基盤となるレイヤー(産学官連携協議会(仮称))のセミナー2

セミナー ワークショップ

例：「次世代農業」セミナー

＜生産者＞
｢若者も取り組み
やすい新たな農業
システムが欲しい！｣

生産システムを高度化して
新たなビジネスを展開をしたい。

うちは参加せず、
もう少し様子見よう

病院用のロボットを
開発販売しています。
農業で使えるかな。

軽労化する技術は
ありますよ。

作業の標準化に
IT技術が使えますよ。

産学官連携ネットワーク（仮称）

医療系
企業

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

研究所
B

金融系
企業

農業系
企業生産者

大学
農学部
工学部（　  ）

○一定のテーマの下、新たな商品・事業創出に向けて、共有課題に
取り組む仲間が研究開発プラットフォームとして集まります。

○プロデューサー的人材によるチーム（プロデューシングチーム）が
支援し、市場情報等を踏まえた、知的財産を含んだ連携協定や
ビジネスモデルの基となる事業開発指針を作成します。

主体となるレイヤー(研究開発プラットフォーム)での議論3

次世代農業研究開発プラットフォーム

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

農業系
企業生産者

大学
農学部
工学部（　  ） 出入り可能

プロデューシングチーム

○研究開発プラットフォームで、技術シーズを出し合い、研究すべき
課題を議論し、共通課題の研究課題を設定し、研究に携わる関係者
でコンソーシアムを結成します。

○知財戦略やビジネスプランを作成した上で、コンソーシアムは、
研究開発を実施。成果を研究開発プラットフォームへ還元します。

研究開発プロジェクト(コンソーシアム)での研究開発4

プロデューシングチーム

省力化ロボット
コンソーシアム

軽労化機械開発
コンソーシアム

省力技術
コンソーシアム

農業者
IT

企業

IT
企業

ロボット
企業 ロボット

企業

研究所
A

研究所
A

農業系
企業

農業系
企業

大学
農学部

大学
農学部

成果還元
成果還元 成果還元

新たな商品化・事業化につながる革新的な成果

協定の
共有

産学官連携ネットワーク（仮称）

ロボット
企業

医療
企業

医療系
企業

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

研究所
B

工学系
企業

金融系
企業

農業系
企業

生産者 流通業

商社

ICT
企業

工学
企業

金融系
企業

農業
大学

ロボット
企業

農業者

IT
企業

研究所
B

ファシリ
テーター

流通業

大学
農学部
工学部（　  ）

結　成
「場」の
価値向上

Ⅲ
IoT社会に適応した
個人の健康状態や
ライフスタイルに
対応した新産業の

創出

Ⅳ
環境にやさしく
災害等にも強い

農林水産業の実現

Ⅱ
日本食の

海外展開に向けた
世界を牽引する

食品産業インフラの
構築の実現

Ⅰ
担い手不足や

規模拡大に対応した
若者が取り組みやすい

「楽農」の実現

次世代農業の展開は、ロ
ボットやIT技術が貢献でき
そうですね。みんなで研究
開発プラットフォームとし
て集まり、議論を深めて、
研究につなげましょう。

「食料・農業・農村基本計画（H27.3）」に掲げられた課題等を踏まえつつ、農林水産・食品分野の
主な政策と研究開発テーマの関係性の観点から「知」の集積と活用の場の位置づけを検討しています。
想定される研究テーマについては、生産者の所得増大、新たな需要の創出、地域産業の活性化等に
資するよう、大枠として整理した下記の内容も参考としつつ、今後、更に検討を進める予定です。

「知」の集積と活用の場で想定される研究テーマ4
「知」の集積と活用の場をつくっていくため、次のような流れを想定しています。

まず基盤となるレイヤーである産学官
連携協議会（仮称）への入会から始ま
ります。　産学官連携協議会（仮称）が
開催するセミナーやワークショップ等へ
の参加を通じて、共通課題に取り組む
仲間作りを行います。

これらの仲間が研究開発プラットフォー
ムに集まり、プロデューサー的人材による
チームの支援を得て、事業開発指針等
を作成します。

研究開発プラットフォームでの研究課
題の設定を踏まえ、研究開発プロジェク
トに参画する関係者でコンソーシアム
を結成します。コンソーシアムは研究開
発を実施し、成果を研究開発プラット
フォームに還元します。

「知」の集積と活用の場づくりの流れ5
【基盤となるレイヤー】
（産学官連携協議会（仮称））

【主体となるレイヤー】
（研究開発プラットフォーム）

【研究開発プロジェクト】
（コンソーシアム）
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高齢化や人口減少
による国内食市場の
縮小、担い手不足

多様な地域資源の
有効活用など農業農村の
新たな可能性

世界の食市場の拡大と
日本食への関心の高まり

⑨花き
（育種基盤整備、品質
保持輸送技術開発）

① 水田
（高収益性システム開発）
② 中山間水田

（持続性営農システム開発）
③ 北海道畑作

（高生産性営農システム開発）
④ 南九州・沖縄畑作

（高収益性営農システム開発）
⑦ 施設園芸

（次世代施設園芸モデル開発）
⑧ 果樹

（省力・早期成園技術開発）
⑩ 酪農

（省力・精密飼育管理システム開発）
⑪ 肉用牛

（効率的繁殖肥育システム開発）
⑫ 養豚・養鶏

（国産飼料フル活用モデル確立）
⑭ 森林・林業

（林産物新規需要開拓）
⑮ 水産業

（人工種苗量産技術開発）

⑤ 茶
（強みのある商品開発）

⑰ 輸出促進
（国別・品目別輸出
関連技術開発）

⑱食品安全・
動植物防疫

（安全性向上・
防疫技術開発）

⑥野菜
（加工業務用需要対応）

㉓健康長寿社会
（栄養・機能性
農林水産物・
食品供給技術開発）

㉕地域資源の活用
（新産業創出のための技術開発） ㉚農山村多面的機能を最大限発揮

（インフラ・森林の持続的整備・
利用・管理技術開発）

3国国際研
（地球規模の食料・
環境問題等に関する際研）

㉙資源循環型
農林漁業システム

（農山漁村に賦存する
多様な再生エネルギー活用）

㉗気候変動適応技術
（気候変動適応
技術開発）

㉛水産資源の
持続的利用

（海洋生態系と調和
した水産技術開発）

㉘ 防疫技術高度化
（省力・効果的防疫
資材開発）

㉒ 疾病・病害虫防止
（侵入・まん延防止
技術開発）

㉖ 世界に誇れる
強みのある農林水産物の開発

（DNAマーカー選抜育種技術や
ゲノム編集技術等を組合わせた
新たな育種技術開発）

㉔ 生産・流通システム
（農林水産業のスマート化）

⑯６次産業化
（地域雇用・所得増大） ㉑東日本大震災

（操業再開を阻む技術的課題の解決）

⑳鳥獣害対策
（効果的・効率的被害
防止技術確立）

⑲農業・農村インフラ
（防災・減災情報
システム開発）

⑬環境保全型農業
（生産効率・環境保全
両立技術開発）

消費者ニーズと
食の課題の多様化

生産現場課題を速やかに
解決するための際研開発

中長期的戦略の際研開発

○ 食産業の海外展開に向けた際研

○ 輸出産業化に関する際研

○ 安全で美味しい食を届けるコールドチェーンの
技術・システムの海外展開

○ 米で世界のイニシアチブをとる際研

○ ミラノ博を契機とした日本食が
健康によいというエビデンス作り

○ 食物アレルギーに対応した
食品開発等に関する際研　　　　　

○ 高齢化社会に対応した
認知症予防などの未病対策際研　　　　　

○ 農業と医学の連携に関する際研

○ スマート・デザインによる市場消費形態の革新　　　　　

○ 人材育成や生産性向上、コスト削減等に
ＩＣＴやロボティクス等を活用する際研

○ 食品残渣・ロスに対応した際研

○ ゲノム編集技術と
その安全性に関する際研

○ 意欲ある若者を農林水産業に惹きつける、
生産現場の高度化に向けた際研

○ 農村の人口減少に対応し、少人数での
農地管理等を可能にする際研

産学官連携ネットワーク（仮称）

医療系
企業

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

研究所
B

金融系
企業

農業系
企業生産者

大学
農学部
工学部（　  ）

※注：上図は農林水産・食品分野における主な政策と農林水産研究基本計画の重点目標の関係性について整理したものであり、
「知」の集積と活用の場の位置づけを検討するために使用しております。

農林水産業・地域の
活力創造プラン（４本柱）

生産現場の強化

農村の多面的機能の
維持・発揮

国内外の需要
（需要フロンティア）の拡大

需要と供給をつなぐ
付加価値向上のための

連鎖（バリューチェーン）
の構築

食料・農業・農村基本計画
（主な課題（抜粋）

農林水産研究基本計画
（21項目）

知の集積と活用の場で扱う
研究領域のイメージ

農林水産研究基本計画
（11項目）

農林水産・ 
食品産業の
成長産業化

「知」の集積と活用の場づくりの流れ（イメージ案）

○「知」の集積の取組に関心を持つ者が会員として入会します。

○会員のコミュニティを形成し、入会申込書やアンケート実施等による
希望調査や検討会の議論を踏まえてテーマを設定します。

基盤となるレイヤー(産学官連携協議会(仮称))への入会1

入会

テーマ
設定

農林水産・食品分野における主な政策と農林水産研究基本計画の重点目標について

「知」の集積と活用の場づくりの流れ（イメージ例）

＜各方面への周知＞
● シンポジウムでの周知
● アグリビジネスフェアの参加者、

来場者への周知　等

農林水産省の新しい
協議会だ！
良い情報があるかも。

○議論の整理・促進役（ファシリテーター）の関与の下、設定したテーマ
に応じたセミナーやワークショップ等を開催・議論し、共通課題への
仲間作りを行います。

基盤となるレイヤー(産学官連携協議会(仮称))のセミナー2

セミナー ワークショップ

例：「次世代農業」セミナー

＜生産者＞
｢若者も取り組み
やすい新たな農業
システムが欲しい！｣

生産システムを高度化して
新たなビジネスを展開をしたい。

うちは参加せず、
もう少し様子見よう

病院用のロボットを
開発販売しています。
農業で使えるかな。

軽労化する技術は
ありますよ。

作業の標準化に
IT技術が使えますよ。

産学官連携ネットワーク（仮称）

医療系
企業

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

研究所
B

金融系
企業

農業系
企業生産者

大学
農学部
工学部（　  ）

○一定のテーマの下、新たな商品・事業創出に向けて、共有課題に
取り組む仲間が研究開発プラットフォームとして集まります。

○プロデューサー的人材によるチーム（プロデューシングチーム）が
支援し、市場情報等を踏まえた、知的財産を含んだ連携協定や
ビジネスモデルの基となる事業開発指針を作成します。

主体となるレイヤー(研究開発プラットフォーム)での議論3

次世代農業研究開発プラットフォーム

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

農業系
企業生産者

大学
農学部
工学部（　  ） 出入り可能

プロデューシングチーム

○研究開発プラットフォームで、技術シーズを出し合い、研究すべき
課題を議論し、共通課題の研究課題を設定し、研究に携わる関係者
でコンソーシアムを結成します。

○知財戦略やビジネスプランを作成した上で、コンソーシアムは、
研究開発を実施。成果を研究開発プラットフォームへ還元します。

研究開発プロジェクト(コンソーシアム)での研究開発4

プロデューシングチーム

省力化ロボット
コンソーシアム

軽労化機械開発
コンソーシアム

省力技術
コンソーシアム

農業者
IT

企業

IT
企業

ロボット
企業 ロボット

企業

研究所
A

研究所
A

農業系
企業

農業系
企業

大学
農学部

大学
農学部

成果還元
成果還元 成果還元

新たな商品化・事業化につながる革新的な成果

協定の
共有

産学官連携ネットワーク（仮称）

ロボット
企業

医療
企業

医療系
企業

ICT
企業

ロボット
企業

研究所
A

研究所
B

工学系
企業

金融系
企業

農業系
企業

生産者 流通業

商社

ICT
企業

工学
企業

金融系
企業

農業
大学

ロボット
企業

農業者

IT
企業

研究所
B

ファシリ
テーター

流通業

大学
農学部
工学部（　  ）

結　成
「場」の
価値向上

Ⅲ
IoT社会に適応した
個人の健康状態や
ライフスタイルに
対応した新産業の

創出

Ⅳ
環境にやさしく
災害等にも強い

農林水産業の実現

Ⅱ
日本食の

海外展開に向けた
世界を牽引する

食品産業インフラの
構築の実現

Ⅰ
担い手不足や

規模拡大に対応した
若者が取り組みやすい

「楽農」の実現

次世代農業の展開は、ロ
ボットやIT技術が貢献でき
そうですね。みんなで研究
開発プラットフォームとし
て集まり、議論を深めて、
研究につなげましょう。

「食料・農業・農村基本計画（H27.3）」に掲げられた課題等を踏まえつつ、農林水産・食品分野の
主な政策と研究開発テーマの関係性の観点から「知」の集積と活用の場の位置づけを検討しています。
想定される研究テーマについては、生産者の所得増大、新たな需要の創出、地域産業の活性化等に
資するよう、大枠として整理した下記の内容も参考としつつ、今後、更に検討を進める予定です。

「知」の集積と活用の場で想定される研究テーマ4
「知」の集積と活用の場をつくっていくため、次のような流れを想定しています。

まず基盤となるレイヤーである産学官
連携協議会（仮称）への入会から始ま
ります。　産学官連携協議会（仮称）が
開催するセミナーやワークショップ等へ
の参加を通じて、共通課題に取り組む
仲間作りを行います。

これらの仲間が研究開発プラットフォー
ムに集まり、プロデューサー的人材による
チームの支援を得て、事業開発指針等
を作成します。

研究開発プラットフォームでの研究課
題の設定を踏まえ、研究開発プロジェク
トに参画する関係者でコンソーシアム
を結成します。コンソーシアムは研究開
発を実施し、成果を研究開発プラット
フォームに還元します。

「知」の集積と活用の場づくりの流れ5
【基盤となるレイヤー】
（産学官連携協議会（仮称））

【主体となるレイヤー】
（研究開発プラットフォーム）

【研究開発プロジェクト】
（コンソーシアム）



（参考）研究開発プラットフォームで想定される協働のイメージ例

共通基盤技術の開発（例：共通基盤となる技術や素材の開発等）イメージ 例1

研究開発

商品化・事業化

A社 B社 C社 D大学 E研究所 生産者

技術 技術 技術

調整 調整

共通基盤となる技術や素材の開発等

バリューチェーンの各段階で
Win-Win-Win-Winの実現

技術等の標準化

基盤的技術を使って
個々の企業が
商品化・事業化

A社 B社 C社

商品A 商品B 商品C

共通基盤技術の開発（例：共通基盤となる技術や素材の開発等）イメージ 例3

研究開発

商品化・事業化

A社 B社 C社 D大学 生産者

技術 技術

技術・商品の組み合わせによる食の高度生産システム構築等

研究開発で構築した
生産システムを
共同で展開

A社 B社 C社

商品

共通データベース等の構築（例：機能性の解明、科学的エビデンス蓄積等）イメージ 例2

研究開発

商品化・事業化

A社 B社 C社 D研究所 E大学 F公設試

データ データ データ

新たな農林水産物・食品開発に必要な
機能性物質・科学的エビデンスのデータベース構築等

データベースを利用して
個々の企業が
商品化・事業化

A社 C社 E生産団体

商品A 商品B 商品C

データ
活用

技術 データシステム

複数社で連携して商品を創出

新たなバリューシステムの構築（例：農林水産物・食品の国内外展開等）イメージ 例4

研究開発

商品化・事業化
関係者がそれぞれの
技術を高度化させて一つの
バリューチェーンを構築

A研究所

生産者

B大学

C社（加工） E社（流通）

D社（メーカー） F社（IT）

G社（小売）

品種・生産システム開発等 新たな加工・検査法開発等 輸送コンテナ・包装開発等 消費者情報の収集・分析等

ー農林水産・食品分野の新たな産学連携研究の仕組みづくりー

平成27年10月
「知」の集積と活用の場の構築に向けた検討会

農林水産技術会議事務局■お問い合わせ先
農林水産技術会議事務局研究推進課産学連携室
〒100-8950 東京都千代田区霞ヶ関 1-2-1
ＴＥＬ：03-3502-8111（内線 5894）
ＦＡＸ：03-3593-2209

「知」の集積と活用の場の構築について
ＵＲＬ：http://www.s.affrc.go.jp/docs/knowledge/knowledge/index.htm

の集積と活用の場の
構築に向けた検討会「知」

中間とりまとめ（概要）

7


